
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 職員旅費 0.4 2

翌年度へ繰越し（D) - - - -

50.0

6

増額の主たる要因は「次世代型の社会教育の推進」事業を本事業に統合
したことに伴うもの。

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

社会教育主事及び司書等の社会教育の専門的職員は、昨今の多様化、専門化した個人の要望や社会の要請に地域の指導者として高度な役割が求められている。そのため、社会教
育の専門的職員に必要な資質・能力について必要な資格要件を定めて資格付与講習を行い、また、資格取得後も社会の変化や地域の実情に対応できるように資質向上の研修を実
施する。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 25.4 37.7 45.3

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

37.2 53.6 55.6 67.5 83

予備費等（E) - - 3.1 -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 61 53.6 52.5 67.5 83

- - -

-

平成15年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) ▲23.8 - -

-

-

2023 文科 22 0020

文部科学省

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

都道府県・政令市等において社会教育に係る活動の中核的なリーダーとなり得る専門的職員を対象に研修を実施し、地域の社会教育の水準向上に寄与する。

地域学習推進課
地域学習推進課長 　高木　秀人
教育人材政策課長 　後藤　教至

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

社会教育法第9条の5、第9条の6、第28条の2
図書館法第7条

関係する
計画、通知等

新たな教育振興基本計画（令和５年６月16日閣議決定）

事業名 社会教育を推進するための指導者の資質向上等 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 1-3　魅力ある教育人材の養成・確保

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20210922-mxt_kanseisk02-000017742-1_3.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/gakugei/index.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 67.5

57

86%

4.5

執行率（％）
=(G)/(F)

68% 70% 81%

教育政策推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
68%

主な増減理由（・要望額・予備費）

70%

令和6年度要求

(目)

(目)

7.7

　

　

　

(目)

4.9 6

▲ 0

13

教育政策推進事業委託費

庁費

委員等旅費

諸謝金

その他

83

生涯学習・社会教育は社会やライフスタイルの変化等により、人と人との「つながり」の希薄化、困難な立場にある人々に関する課題が顕在化・深刻化している。また、「新しい資本主
義」に向けた人への投資の充実、デジタル社会の進展への対応の必要性が増大している。地域課題に応じた関係部局・施策と社会教育との連携・調整を推進し、多様な分野の施策と
連携しつつ、つながりづくり・地域づくりを担うための人材が必要であり、ウェルビーイングの実現、社会的包摂の実現、デジタル社会の実現に向けた対応、地域コミュニティの基盤を構
築するための社会教育人材の養成・継続的な学びなおしが必要不可欠である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-

-6 13

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

特色ある講座が増加することにより、講座への参加者数の増加が図られることから下記の長期アウトカムを設定した。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- -

1,253

目標値 人 813

297.1 109.5

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

14

社会教育主事講習を実施する大学等が増加することにより、社会教育主事講習の修了者数も増加するため、下記の短期アウトカムを設定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

6

令和2年度 令和3年度 令和4年度
5 年度

-

1,253

目標年度

5

社会教育主事講習の修了者数を増加させることにより、社会教育主事・社会教育士が企画・提供する特色ある講座が増加することから、下記の中期アウトカムを設
定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

社会教育主事講習委託事業実施報告書等（文部科学省）

令和2年度 令和3年度

-

871,947

5

定量的な成果指標

社会教育学級及び社会教育講座の実
施件数が増加する

目標値 件 - -

年度

社会教育学級及び社会教育講座の受
講者が増加する

社会教育学級及び社会教育
講座の受講者数

達成度

単位 令和2年度

36.9

59.9 - -

社会教育学級及び社会教育
講座の実施件数

成果実績 件 521,924

目標最終年度

達成度 ％

521,924

↓

活動内容①
（アクティビティ）

社会教育主事講習の実施
社会教育主事講習を実施する
大学等の数

活動実績

年度

385 1,144

定量的な成果指標 単位

機関 13

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 機関

- -

14

活動目標 活動指標

13

達成度 ％

-

↓

社会教育主事講習の修了者数が増加
する

社会教育主事講習の修了者
数

成果実績 人 385 1,144

47.4

社会教育法第９条の５に基づき社会教育主事講習を実施する（実施機関への委託等）。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

社会教育統計（社会教育調査報告書）
※本調査は3年に一回の実施

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

社会教育統計（社会教育調査報告書）
※本調査は３年に一回の実施

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

11,886,154

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

人 11,886,154 - -

目標値 人 32,241,020 - -



活動内容②
（アクティビティ）

図書館法第７条に基づき新任図書館長研修を実施する（実施機関への委託）。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

新任図書館長研修の実施
新任図書館長研修を実施する
大学等の数

活動実績 個所 1 1 1 - -

当初見込み 個所 1 1 1 1 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
新任図書館長研修を実施することにより、新任図書館長研修の修了者数も増加するため、下記の短期アウトカムを設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

新任図書館長研修の修了者数が増加
する

新任図書館長研修の修了者
数

成果実績 人 187 196 204 -

目標値 人 191 187 196 204

達成度 ％ 97.9 104.8 104.1 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

新任図書館長研修委託事業実施報告書（文部科学省）

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

新任図書館長研修の修了者数を増加させることにより、図書館職員が企画・提供する特色ある講座が増加することから、下記の中期アウトカムを設定した。

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

図書館における読書会・研究会、鑑賞
会・映写会の企画・実施が増加する

図書館における読書会・研究
会、鑑賞会・映写会の延べ実
施回数

成果実績 件 38,318 - - -

目標値 件

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

社会教育統計（社会教育調査報告書）
※本調査は3年に一回の実施

103,788 - - 38,318

達成度 ％ 36.9 - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

社会教育統計（社会教育調査報告書）
※本調査は3年に一回の実施

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

特色ある講座が増加することにより、講座への参加者数の増加が図られることから下記の長期アウトカムを設定した。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度

図書館における読書会・研究会、鑑賞
会・映写会の参加者数が増加する

図書館における読書会・研究
会、鑑賞会・映写会の延べ参
加者数

608,956 - - -

目標値 人 2,716,678 - - 608,956

達成度 ％ 22.4 - - -

成果実績 人

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

当初見込み 個所 6 6 6

目標値 人 110 126 116 121

活動内容③
（アクティビティ）

図書館法第７条に基づき図書館地区別研修を実施する（実施機関への委託）

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

図書館地区別研修の実施
図書館地区別研修を実施する
教育委員会の数

活動実績 個所 6 6 6 -

成果実績 件 38,318 - - -

6 -

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
図書館地区別研修を実施する教育委員会が増加することにより、図書館地区別研修の修了者数も増加するため、下記の短期アウトカムを設定した。

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

図書館地区別研修の修了者数が増加
する。

図書館地区別研修の修了者
数

成果実績 人 126 116 121 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

社会教育統計（社会教育調査報告書）
※本調査は3年に一回の実施

↓
成果目標③-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

特色ある講座が増加することにより、講座への参加者数の増加が図られることから下記の長期アウトカムを設定した。

達成度 ％ 114.5 92.1 104.3 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

図書館地区別研修委託事業実施報告書（文部科学省）

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

図書館地区別研修の修了者数の増加により、図書館職員が企画・提供する特色ある講座が増加することから、下記の中期アウトカムを設定した。

成果目標及び成果実績
③-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

図書館における読書会・研究会、鑑賞
会・映写会の企画・実施が増加する（再
掲）

図書館における読書会・研究
会、鑑賞会・映写会の延べ実
施回数（再掲）

608,956

達成度 ％ 22.4 - - -

目標値 件 103,788 - - 38,318

達成度 ％ 36.9 - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

社会教育統計（社会教育調査報告書）
※本調査は3年に一回の実施

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

-

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度

図書館における読書会・研究会、鑑賞
会・映写会の参加者数が増加する（再
掲）

図書館における読書会・研究
会、鑑賞会・映写会の延べ参
加者数（再掲）

成果実績 人 608,956 - - -

目標値 人 2,716,678 - -



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

新任図書館長研修において、一者応札の状況が続いているがオンライ
ンにおける説明会を開催するなど一者応札の状況の改善にむけ、より
一層の契約の競争性、公平性、透明性を確保するよう改善を図る。

点検結果

本事業は社会教育法・図書館法に基づき実施する事業であり、修了者数も概ね増加してきて
いる。また、各種講習等の参加者においては、業務に必要な専門的知識を備えることができ、
特色ある講座が各地で実施されている。コロナ禍により講座数・参加者数は目標数に対して
実績は減少している。
また、本事業は企画競争により行っており、委託契約先の事業計画書を国において精査して
いる。また、選定の妥当性や競争性を確保するとともに、委託費の額の確定手続きにおいて、
費用・使途をの内容を厳正に精査し、支出の合理性・必要性を適切に確認している。

-

-

この事業は、事業の執行管理は適切に行われていると認められるが、一者応札の状況が引き続き解消されていないため、競争参加条件等のより一層の見直しを図
る・随意契約事前確認公募に切り替えるなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0018

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0018

-

-

令和2年度 文部科学省 0018

0018

令和4年度 2022 文科 21

委託経費の執行については競争性をより一層図るとともに経費の効率的な執行を行う。また講習等の内容ついてもデジタル化の進展など時代に沿った講習の実施と
なるよう更なる充実を行い、より高度な社会教育人材の養成が図られるよう改善を図っていく。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0026

平成29年度 0028

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0056

平成25年度 0025

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

今後、事業の成果を適切に測るため一層の工夫を図るとともに、一者応札となっている委託事業については、入札説明会を実施し、説明会参加者の事業内容への理
解を深めるとともに、入札公告期間の十分な確保及び公募情報の周知等を行い、契約の競争性、公平性、透明性の確保に努める。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

0026

平成30年度 0028

平成23年度 0057

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 0024

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

45.3百万円

※本省執行分
諸謝金 1.3百万円
職員旅費 0.1百万円
委員等旅費 0.4百万円
庁費 0.2百万円 を含む

社会教育主事専門講座、公民館職員専門講座、図書館司書専門講座の実施、委託先の決定

委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 【支出委任】委託【随意契約（企画競争）】

（Ａ）社会教育主事講習の
実施：27.9百万円

大学その他の教育機関
（11大学 2教育機関）

（Ｂ）新任図書館長研修
の実施：1.7百万円

国立大学法人筑波大学

（Ｃ）図書館地区別研修
の実施：2.5百万円

県教育委員会等
（6教育委員会）

（Ｄ）社会教育主事講習
の実施：11.2百万円

国立教育政策研究所

社会教育主事の資
格付与のための講
習の実施

新任の図書館長を対
象とした資質向上のた
めの研修の実施

中堅の司書を対象
とした資質向上の
ための研修の実施

社会教育主事の資
格付与のための講
習の実施

金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- - -1 国立教育政策研究所 -
社会教育主事講習の実施（支
出委任）

11.2 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

100％ -

6 富山県教育委員会 7000020160008 図書館地区別研修の実施 0.2
随意契約（企画

競争）
6 100％

6 100％ -

5 徳島県教育委員会 4000020360007 図書館地区別研修の実施 0.4
随意契約（企画

競争）
6

4 宮城県教育委員会 8000020040002 図書館地区別研修の実施 0.4
随意契約（企画

競争）

-

3 大阪市教育委員会 6000020271004 図書館地区別研修の実施 0.5
随意契約（企画

競争）
6 100％ -

100％ -

2 茨城県教育委員会 2000020080004 図書館地区別研修の実施 0.5
随意契約（企画

競争）
6 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 沖縄県教育委員会 1000020470007 図書館地区別研修の実施 0.5
随意契約（企画

競争）
6

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人筑波大学 5050005005266 新任図書館長研修の実施 1.7
随意契約（企画

競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

13 100％ -10 国立大学法人福井大学 4210005005077
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

1.8
随意契約（企画

競争）

-

9 国立大学法人東北大学 7370005002147
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.1
随意契約（企画

競争）
13 100％ -

100％ -

8
北海道立生涯学習推進セン
ター

-
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.1
随意契約（企画

競争）
13 100％

13 100％ -

7 国立大学法人熊本大学 2330005002106
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.1
随意契約（企画

競争）
13

6 国立大学法人大阪教育大学 2122005002494
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.2
随意契約（企画

競争）

-

5 国立大学法人島根大学 4280005002142
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.4
随意契約（企画

競争）
13 100％ -

100％ -

4 国立大学法人宇都宮大学 8060005001518
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.4
随意契約（企画

競争）
13 100％

13 100％ -

3 国立大学法人愛知教育大学 1180305005064
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.6
随意契約（企画

競争）
13

2 国立大学法人九州大学 3290005003743
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

2.9
随意契約（企画

競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人広島大学 1240005004054
社会教育主事の資格付与の
ための講習の実施

3
随意契約（企画

競争）
13 100％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 計 11.2

委員等旅費 講師等旅費 2

諸謝金 講師等謝金 2

庁費 LMS、ネットワーク機器・運用支援 等 7.2

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0.8 印刷製本費 講義要綱印刷

その他 通信運搬費、会議費 0.1 その他 旅費、消耗品

講師謝金 0.1

0.1

印刷製本費 研究集録印刷費 等 0.3 通信運搬費

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

旅費 講師旅費 0.6 諸謝金

計 3 計 1.7

講義要綱送料 0.1

0.4

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

諸謝金 講師謝金 1.2 雑役務費 ネット配信費 等 1

雑役務費 派遣社員給与

100万円未満の支出のため省略


	行政事業レビューシート

